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年　　度
予 定

運 用 利 回 り
平 均

運 用 利 回 り
当 期

損 益 金
（累積剰余金）
（累積欠損金）

掛金日額

昭和３９年度 6.00%  (10月～) ５．４８％ 　　　　０億円 　　　　０億円  ２０円（10月～）

昭和４０年度 ６．００％ ７．０４％ 　　　　０億円 　　　　０億円 ２０円

昭和４１年度 ６．００％ ６．９８％ 　　　　０億円 　　　　０億円 ２０円

昭和４２年度 ６．００％ ６．９６％ 　　　　０億円 　　　　０億円 ２０円

昭和４３年度 ６．００％ ６．９５％ 　　　　０億円 　　　　０億円 ２０円

昭和４４年度 ６．００％ ７．０４％ 　　　　０億円 　　　　０億円 ２０円

昭和４５年度 ６．００％ ７．０４％ 　　　　１億円 　　　　１億円  ６０円（5月～）

昭和４６年度 ６．００％ ７．１２％ 　　　　３億円 　　　　４億円 ６０円

昭和４７年度 ６．００％ ７．０４％ 　　　　３億円 　　　　７億円 ６０円

昭和４８年度 ６．００％ ６．９８％ 　　　　６億円 　　　１３億円 ６０円

昭和４９年度 ６．００％ ７．３４％ 　　　　６億円 　　　１９億円 ６０円

昭和５０年度 6.25%  (12月～) ７．５８％ 　　　　８億円 　　　２７億円 １２０円（10月～）

昭和５１年度 ６．２５％ ７．８２％ 　　　１１億円 　　　３８億円 １２０円

昭和５２年度 ６．２５％ ７．６９％ 　　　１７億円 　　　５５億円 １２０円

昭和５３年度 ６．２５％ ７．３３％ 　　　２２億円 　　　７７億円 １２０円

昭和５４年度 ６．２５％ ７．１０％ 　　　３５億円 　　１１２億円 １２０円

昭和５５年度 ６．２５％ ７．３３％ △　　４６億円 　　　６６億円 １８０円（12月～）

昭和５６年度 ６．２５％ ７．３９％ 　　　２６億円 　　　９２億円 １８０円

昭和５７年度 ６．２５％ ７．３８％ 　　　２８億円 　　１２０億円 １８０円

昭和５８年度 ６．２５％ ７．４２％ 　　　３０億円 　　１５０億円 １８０円

建設業退職金共済事業における予定運用利回り、平均運用利回り
及び収支状況の推移
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年　　度
予 定

運 用 利 回 り
平 均

運 用 利 回 り
当 期

損 益 金
（累積剰余金）
（累積欠損金）

掛金日額

建設業退職金共済事業における予定運用利回り、平均運用利回り
及び収支状況の推移

昭和５９年度 ６．２５％ ７．４４％ 　　　３９億円 　　１９０億円 １８０円

昭和６０年度 ６．２５％ ７．２０％ 　　　４３億円 　　２３３億円 １８０円

昭和６１年度 6.60%  (12月～) ７．０６％ △　　５７億円 　　１７５億円 １８０円

昭和６２年度 ６．６０％ ６．５７％ 　　　１６億円 　　１９２億円 ２００円（7月～）

昭和６３年度 ６．６０％ ６．１７％ 　　　　５億円 　　１９７億円 ２００円

平成 １ 年度 ６．６０％ ５．８７％ 　　　　０億円 　　１９７億円 ２００円

平成 ２ 年度 ６．６０％ ６．０２％ 　　　１３億円 　　２１０億円 ２００円

平成 ３ 年度 ６．６０％ ６．０２％ 　　　１６億円 　　２２６億円 ２６０円（7月～）

平成 ４ 年度 ６．６０％ ５．６４％ 　　　　６億円 　　２３３億円 ２６０円

平成 ５ 年度 ６．６０％ ５．５６％ △　　　４億円 　　２２９億円 ２６０円

平成 ６ 年度 ６．６０％ ５．０６％ △　　３０億円 　　１９９億円 ２６０円

平成 ７ 年度 ６．６０％ ４．８０％ △　　４４億円 　　１５５億円 ２６０円

平成 ８ 年度 ６．６０％ ４．０６％ △　１００億円 　　　５５億円 ２６０円

平成 ９ 年度 4.50%  (1月～) ３．７７％ 　　　６９億円 　　１２３億円 ２６０円

平成１０年度 ４．５０％ ３．３５％ 　　　９６億円 　　２１９億円 ３００円（1月～）

平成１１年度 ４．５０％ ３．２２％ 　　　６８億円 　　２８８億円 ３００円

平成１２年度 ４．５０％ ２．５４％ 　　　３０億円 　３１７億円 ３００円

平成１３年度 ４．５０％ １．９８％ △　　１０億円 　３０８億円 ３００円

平成１４年度 ４．５０％ １．６８％ △　　３２億円 　２７５億円 ３００円

平成１５年度
前　　期

４．５０％ １．３６％ △　　３１億円 　２４４億円 ３００円
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年　　度
予 定

運 用 利 回 り
平 均

運 用 利 回 り
当 期

損 益 金
（累積剰余金）
（累積欠損金）

掛金日額

建設業退職金共済事業における予定運用利回り、平均運用利回り
及び収支状況の推移

３．０５％ 　　１０７億円 　３０４億円

３．８７％ 　　　１０億円 　１３０億円

１．９７％ 　　１４２億円 　４４６億円

２．００％ 　　　１７億円 　１４７億円

４．３５％     ３１５億円 　７６２億円

５．２２％ 　　　１２億円 　１５９億円

２．００％    　 ５９億円 　８２１億円

１．９２％ △　　　１億円 　１５８億円

△０．５６％ △　１１４億円 　７０６億円

△０．７３％ △　　１０億円 　１４８億円

△２．３３％ △　３５６億円 　３５１億円

△３．０３％ △　　１８億円 　１３０億円

  ４．０８％ 　　１７９億円 　５３０億円

　４．１８％ 　　　　６億円 　１３６億円

  ０．７６％ △　　８７億円 　４４３億円

　０．６２％ △　　　５億円 　１３１億円

  １．７７％ 　　　１７億円 　４６０億円

　１．７７％ △　　　１億円 　１３１億円

  ４．１５％ 　　２２３億円 　６８３億円

　４．４８％ 　　　　８億円 　１３８億円

  ３．３１％ 　　１８６億円 　８６８億円

　３．４９％ 　　　　５億円 　１４４億円

  ３．８９％ 　　２１９億円 １０８７億円

　４．４３％ 　　　　８億円 　１５２億円

  １．１４％ △　　４６億円 １０４１億円

　１．３６％ △　　　２億円 　１５０億円

  １．４６％ △　１２３億円 　９１８億円

　１．０４％ △　　　７億円 　１４３億円

  ２．０９％ 　　　１８億円 　９３７億円

　２．６８％ 　　　　３億円 　１４６億円

  ０．８６％ △　　９３億円 　８４４億円

　０．５５％ △　　　５億円 　１４１億円

△０．３２％ △　２１４億円 　６３０億円

△０．６３％ △　　　８億円 　１３３億円

（注）・下線については予定運用利回りの改正を行ったもの。

　　　・平成15年10月以降は、独立行政法人会計基準を適用。

　　　・平成15年度後期以降は、上段が給付経理、下段が特別給付経理。

令和元年度 ３．００％ ３１０円

３１０円

３１０円

２．７０％

３１０円（10月～）
平成１５年度

後　　期
2.70％ (10月～)

平成１６年度 ２．７０％

平成１７年度

３１０円

平成１８年度 ３１０円２．７０％

３１０円

３１０円２．７０％

平成３０年度 ３．００％ ３１０円

２．７０％

２．７０％

３１０円

３１０円

平成２７年度 ２．７０％ ３１０円

平成２６年度 ２．７０％ ３１０円

３１０円

２．７０％

平成１９年度 ２．７０％

平成２０年度

平成２２年度

平成２１年度

平成２９年度 ３．００％ ３１０円

平成２３年度

平成２５年度 ２．７０％

３１０円

平成２８年度 3.00％ (4月～) ３１０円

平成２４年度

２．７０％
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年　　度
予 定

運 用 利 回 り
平 均

運 用 利 回 り
当 期

損 益 金
（累積剰余金）
（累積欠損金）

掛金日額

昭和４２年度 6.00%  (10月～) ７．２８％ 　　　０百万円 　０億円　  ５０円（10月～）

昭和４３年度 ６．００％ ７．２０％ 　　　０百万円 　０億円　 ５０円

昭和４４年度 ６．００％ ７．１５％ 　　　０百万円 　０億円　 ５０円

昭和４５年度 ６．００％ ７．１５％ 　　１８百万円 　０億円　 ５０円

昭和４６年度 ６．００％ ７．１６％ 　　　６百万円 　０億円　  ７０円（10月～）

昭和４７年度 ６．００％ ７．０８％ 　　２０百万円 　０億円　 ７０円

昭和４８年度 ６．００％ ７．０９％ 　　　６百万円 　１億円　 ７０円

昭和４９年度 ６．００％ ７．３７％ 　　２３百万円 　１億円　 ７０円

昭和５０年度 6.25%  (12月～) ７．６５％ 　　６６百万円 　２億円　 ７０円

昭和５１年度 ６．２５％ ７．６７％ 　１１６百万円 　３億円　 ７０円

昭和５２年度 ６．２５％ ７．６７％ 　　４５百万円 　４億円　  １５０円（12月～）

昭和５３年度 ６．２５％ ７．４９％ 　１３６百万円 　５億円　 １５０円

昭和５４年度 ６．２５％ ７．３６％ 　１４５百万円 　６億円　 １５０円

昭和５５年度 ６．２５％ ７．２５％ △１８２百万円 　５億円　  ２００円（12月～）

昭和５６年度 ６．２５％ ７．２７％ 　　８１百万円 　５億円　 ２００円

昭和５７年度 ６．２５％ ７．２７％ 　１１５百万円 　７億円　 ２００円

昭和５８年度 ６．２５％ ７．４１％ 　１２３百万円 　８億円　 ２００円

昭和５９年度 ６．２５％ ７．３７％ 　　８８百万円 　９億円　 ２００円

昭和６０年度 ６．２５％ ７．３２％ 　　５０百万円 　９億円　 ２００円

清酒製造業退職金共済事業における予定運用利回り、平均運用利回り
及び収支状況の推移
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年　　度
予 定

運 用 利 回 り
平 均

運 用 利 回 り
当 期

損 益 金
（累積剰余金）
（累積欠損金）

掛金日額

清酒製造業退職金共済事業における予定運用利回り、平均運用利回り
及び収支状況の推移

昭和６１年度 6.60%  (12月～) ６．９２％ 　　３３百万円 　９億円　 ２００円

昭和６２年度 ６．６０％ ６．５７％ 　　２８百万円 １０億円　  ２４０円（7月～）

昭和６３年度 ６．６０％ ６．２０％ 　　２３百万円 １０億円　 ２４０円

平成 １ 年度 ６．６０％ ６．０２％ 　　　８百万円 １０億円　 ２４０円

平成 ２ 年度 ６．６０％ ６．０２％ 　　　６百万円 １０億円　 ２４０円

平成 ３ 年度 ６．６０％ ５．８０％ 　　　２百万円 １０億円　  ３００円（7月～）

平成 ４ 年度 ６．６０％ ５．５７％ 　　　１百万円 １０億円　 ３００円

平成 ５ 年度 ６．６０％ ５．４９％ △　　５百万円 １０億円　 ３００円

平成 ６ 年度 ６．６０％ ４．９４％ △　３７百万円 １０億円　 ３００円

平成 ７ 年度 ６．６０％ ４．６３％ △　５６百万円 ９億円　 ３００円

平成 ８ 年度 ６．６０％ ３．６７％ △１６０百万円 ８億円　 ３００円

平成 ９ 年度 4.50%  (7月～) ３．３４％ △１１０百万円 ６億円　 ３００円

平成１０年度 ４．５０％ ２．９７％ △１２８百万円 ５億円　 ３００円

平成１１年度 ４．５０％ ２．７７％ △１４１百万円 ４億円　 ３００円

平成１２年度 2.30% (7月～) ２．６１％ △　２９百万円 ３億円　 ３００円

平成１３年度 ２．３０％ ２．３５％ 　　　６百万円 ４億円　 ３００円

平成１４年度 ２．３０％ ２．１４％ 　　　８百万円 ４億円　 ３００円

平成１５年度
前　　期

２．３０％ １．８６％ 　　　３百万円 ４億円　 ３００円

１．８０％ 　　７６百万円 ６億円　

０．３７％ 　　　２百万円 ２億円　
３００円

平成１５年度
後　　期

２．３０％
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年　　度
予 定

運 用 利 回 り
平 均

運 用 利 回 り
当 期

損 益 金
（累積剰余金）
（累積欠損金）

掛金日額

清酒製造業退職金共済事業における予定運用利回り、平均運用利回り
及び収支状況の推移

１．３０％ 　　６６百万円 ６億円　

０．３６％ 　　　４百万円 ２億円　

３．５６％   １８６百万円 ８億円　

０．４０％ △　１７百万円 ２億円　

１．６６％ 　  ４４百万円 ９億円　

０．５６％ △　　５百万円 ２億円　

△０．１４％ △　３９百万円 ８億円　

　１．０７％ △　　２百万円 ２億円　

△１．８８％ 　１１５百万円 ９億円　

　１．１３％ △　　１百万円 ２億円　

　３．１５％ 　４１９百万円 １４億円　

　１．１４％ 　　　１百万円 ２億円　

　０．６２％ １,０２２百万円 ２４億円　

　１．０９％ 　　２３百万円 ２億円　

　１．５２％ △　３５百万円 ２３億円　

　１．０２％ △　　０百万円 ２億円　

　３．５５％ 　　６９百万円 ２４億円　

　０．９２％ 　　　１百万円 ２億円　

　２．８０％ 　　３２百万円 ２４億円　

　０．７２％ 　　　０百万円 ２億円　

　３．０９％ 　　５９百万円 ２５億円　

　０．５３％ △　　０百万円 ２億円　

　０．６７％ △　６２百万円 ２４億円　

　０．３７％ △　　１百万円 ２億円　

　１．２４％ △　３１百万円 ２５億円　

　０．２３％ △　　１百万円 ２億円　

　２．０５％ 　　２４百万円 ２５億円　

　０．１５％ 　　　１百万円 ２億円　

△０．６０％ 　１６２百万円 ２６億円　

　０．０８％ 　　３５百万円 ２億円　

△０．５３％ △　９３百万円 ２５億円　

　０．０６％ △　　１百万円 ２億円　

（注）・下線については予定運用利回りの改正を行ったもの。

　　　・平成15年10月以降は、独立行政法人会計基準を適用。

　　　・平成15年度後期以降については、上段が給付経理、下段が特別給付経理。

平成３０年度 ２．３０％ ３００円

３００円

３００円

３００円

２．３０％

平成２２年度

平成１６年度

平成１７年度

２．３０％

２．３０％ ３００円

２．３０％

２．３０％

３００円

３００円平成２０年度

平成２１年度

平成２３年度 ２．３０％

３００円

２．３０％平成１８年度

平成１９年度

３００円

令和元年度 ２．３０％ ３００円

３００円

平成２７年度 ２．３０％ ３００円

平成２６年度

平成２５年度 ２．３０％

平成２４年度

平成２８年度 ２．３０％

平成２９年度 ２．３０％ ３００円

２．３０％

２．３０％

３００円

２．３０％ ３００円

３００円
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年　　度
予 定

運 用 利 回 り
平 均

運 用 利 回 り
当 期

損 益 金
（累積剰余金）
（累積欠損金）

掛金日額

昭和５６年度 6.25% (1月～) ７．１４％ 　　　０百万円 ０億円　 １５０円（1月～）

昭和５７年度 ６．２５％ ７．４４％ 　　　５百万円 ０億円　 １５０円

昭和５８年度 ６．２５％ ７．５８％ 　　２８百万円 ０億円　 １５０円

昭和５９年度 ６．２５％ ７．５２％ 　　３１百万円 １億円　 １５０円

昭和６０年度 ６．２５％ ７．４４％ 　　３２百万円 １億円　 １５０円

昭和６１年度 ６．２５％ ７．２０％ 　　１９百万円 １億円　 １５０円

昭和６２年度 ６．２５％ ６．５５％ 　　２３百万円 １億円　 １８０円（7月～）

昭和６３年度 ６．２５％ ６．２６％ 　　２３百万円 ２億円　 １８０円

平成 １ 年度 ６．２５％ ６．０９％ 　　２２百万円 ２億円　 １８０円

平成 ２ 年度 ６．２５％ ６．０３％ 　　２１百万円 ２億円　 １８０円

平成 ３ 年度 ６．２５％ ５．７１％ 　　２０百万円 ２億円　 ２３０円（7月～）

平成 ４ 年度 ６．２５％ ５．４４％ 　　１１百万円 ２億円　 ２３０円

平成 ５ 年度 ６．２５％ ５．４１％ △　２２百万円 ２億円　 ２３０円

平成 ６ 年度 ６．２５％ ４．９４％ △　９１百万円 １億円　 ２３０円

平成 ７ 年度 ６．２５％ ４．６３％ △１１７百万円 ０億円　 ３００円（7月～）

平成 ８ 年度 ６．２５％ ３．５４％ △３１２百万円 △　　　３億円　 ３００円

平成 ９ 年度 3.70% (7月～) ３．２５％ △８２５百万円 △　　１１億円　 ３００円

平成１０年度 ３．７０％ ２．９０％ △３５０百万円 △　　１５億円　 ３００円

平成１１年度 ３．７０％ ２．９１％ △４１３百万円 △　　１９億円　 ３００円

平成１２年度 2.10% (7月～) ２．４５％ △３５２百万円 △　　２２億円　 ３００円

平成１３年度 ２．１０％ ２．３０％ △　８１百万円 △　　２３億円　 ４５０円（9月～）

平成１４年度 ２．１０％ １．８９％ △　６６百万円 △　　２４億円　 ４５０円

林業退職金共済事業における予定運用利回り、平均運用利回り
及び収支状況の推移
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年　　度
予 定

運 用 利 回 り
平 均

運 用 利 回 り
当 期

損 益 金
（累積剰余金）
（累積欠損金）

掛金日額

林業退職金共済事業における予定運用利回り、平均運用利回り
及び収支状況の推移

平成１５年度
前　　期

２．１０％ １．６８％ 　　　９百万円 △　　２４億円　 ４５０円

平成１５年度
後　　期

0.70％ (10月～) １．９８％ 　３６７百万円 △　　１８億円　 ４６０円（10月～）

平成１６年度 ０．７０％ １．２７％ 　１２１百万円 △　　１６億円　 ４６０円

平成１７年度 ０．７０％ ２．０７％ ２１４百万円 △　　１４億円　 ４６０円

平成１８年度 ０．７０％ １．５１％ 　４０百万円 △　　１４億円　 ４６０円

平成１９年度 ０．７０％ ０．９７％ 　　３９百万円 △　　１４億円　 ４６０円

平成２０年度 ０．７０％ △０.１２％ △１３８百万円 △　　１５億円　 ４６０円

平成２１年度 ０．７０％ 　２.２１％ 　　９５百万円 △　　１４億円　 ４６０円

平成２２年度 ０．７０％ 　１.０２％ △　　９百万円 △　　１４億円　 ４６０円

平成２３年度 ０．７０％ 　１.９５％ 　１０５百万円 △　　１３億円　 ４６０円

平成２４年度 ０．７０％ 　２.９０％ 　２０８百万円 △　　１１億円　 ４６０円

平成２５年度 ０．７０％ 　１.６９％ 　９３百万円 △　　１０億円　 ４６０円

平成２６年度 ０．７０％ 　２.６９％ ２０７百万円 △　　　８億円　 ４６０円

平成２７年度 0.50% (10月～) 　２.２３％ △１１５百万円　 △　　　９億円　 ４７０円（10月～）

平成２８年度 ０．５０％ 　２.１０％ 　１３５百万円　 △　　　８億円　 ４７０円

平成２９年度 ０．５０％ 　２.０４％ 　２０４百万円　 △　　　６億円　 ４７０円

平成３０年度 ０．５０％ 　０．７１％ △４１百万円　 △　　　６億円　 ４７０円

令和元年度 ０．５０％ △０.２５％ △９１百万円　 △　　　７億円　 ４７０円

（注）・下線については予定運用利回りの改正・掛金日額の変更を行ったもの。

　　　・平成15年10月以降は、独立行政法人会計基準を適用。
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自家運用 委託運用

66.9% 22.6%

乖離
許容幅

±2.2% ±1.3% ±1.3%

80.5% 9.6%

乖離
許容幅

- - -

65.0% 17.3%

乖離
許容幅

- - -

59.6% 20.0%

※清退共・林退共（給付経理）の基本ポートフォリオは、合同して運用することができることを前提とするため、乖離許容幅を定めていない。
※平成29年２月１日付で改定した基本ポートフォリオ（中退共・清退共・林退共）の外国債券については、為替ヘッジを行っている。

-

5.3% 2.6% 2.6%

90.1%

89.5%

1.6%4.8%3.5%

事業本部

建退共
（給付経理）

清退共
（給付経理）

構成比

国内株式

-

外国債券 外国株式

82.3%
6.2% 8.6% 2.9%

構成比

構成比

独立行政法人勤労者退職金共済機構
基本ポートフォリオ一覧

中退共
（給付経理）

構成比
79.6%

7.2% 9.9% 3.3%

乖離
許容幅

±3.0% ±2.0% ±1.0% ±1.0%

資産
国内債券

林退共
（給付経理）

±7.0%
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平成 26 年 12 月３日 

 

特定業種退職金共済制度における 

退職金額に係る予定運用利回りの見直し等について 

 

労働政策審議会勤労者生活分科会 

中小企業退職金共済部会 

 

 

中小企業退職金共済法（昭和 34 年法律第 160 号）第 85 条において検討す

ることとされている、建設業退職金共済制度、清酒製造業退職金共済制度及

び林業退職金共済制度の退職金額に係る予定運用利回りの見直しについて、

労働政策審議会勤労者生活分科会中小企業退職金共済部会（以下「部会」と

いう。）において検討を行った結果は、下記のとおりである。 

 

記 

 

１．建設業退職金共済制度 

 

(１) 建設業退職金共済制度（以下「建退共」という。）の累積剰余金は、

前回の財政検証時（平成 21 年）の水準（約 351 億円）と比較して約

868 億円まで大きく増加しており、今後も増加することが見込まれて

いる。 

 

(２) 前回の財政検証の際の議論も踏まえ、累積剰余金について、悲観シ

ナリオにおいても安定的な運営に必要な水準を確実に確保した上で、

従業員に還元されるよう、予定運用利回りを現行の 2.7％から 3.0％に

引き上げることが適当である。 
 

※ 退職金算出の複雑化、事務負担の増加等を勘案し、前回の利回り引下げを行っ

た平成 15 年 10 月以降の期間に対しても、施行日以降の退職者については新しい

利回りの適用対象として引き上げることが適当。 

 

(３) また、建設業の技能労働者の確保が課題となる中で短期離職者対策

の強化が求められており、建退共における掛金の平均納付月数や財政

状況等を考慮すると、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平

成 25 年 12 月 24 日閣議決定）」に即して、建退共における退職金の不

支給期間を、現行の 24 月未満から 12 月未満に短縮するための中小企

業退職金共済法の改正を行うことが適当である。 
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(４) なお、これらの改正に当たっては、予定運用利回りの引上げに不支

給期間の短縮分も含めることが適当であり、その実施は不支給期間短

縮に係る中小企業退職金共済法の改正を踏まえて、平成 28年 4月を目

途に併せて行うことが適当である。 

 

２．清酒製造業退職金共済制度 

 

(１) 清酒製造業退職金共済制度の累積剰余金は、前回の財政検証時の水

準（約９億円）と比較して約 24億円に増加している。 

他方、脱退者数が新規加入者数を上回る状況が続いているため、平

成 30 年度において責任準備金は減少し、また累積剰余金も減少する

見込みである。 

 

(２)  以上の点を踏まえ、制度の当面の運営に支障は生じないと考えられ

ることから、予定運用利回り（現行 2.3％）の見直し（退職金の不支

給期間の短縮を含む。）は行わないことが適当である。 

 

(３) なお、制度の規模が小さく、かつ今後も縮減していくと見込まれる

中で、次回の財政検証に向けて、就労状況等も踏まえつつ、制度の中

長期的なあり方について検討を行う必要がある。 

 

３．林業退職金共済制度 

 

(１) 林業退職金共済制度（以下「林退共」という。）の累積欠損金は、前

回の財政検証時の水準（約 14 億円）と比較して約 10 億円まで改善し

たが、今後制度の規模が縮小し、累積欠損金も増加することが見込ま

れている。 

 

(２) 林退共においては、累積欠損金解消計画（平成 17 年 10 月 1 日 独

立行政法人勤労者退職金共済機構林業退職金共済事業本部）に則り、

平成 34年度末までに累積欠損金を解消することとされており、厳しい

財政状況の中で以下の改善策を講じることにより、その履行を確保し、

もって制度の安定的運営を図ることが適当である。 

 

① 予定運用利回りを現行の 0.7％から 0.5％に引き下げること。そ  

の際、現行の退職金の給付水準を確保するため、掛金日額を 10円引

き上げて 470 円とすること。 
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※ 掛金日額の引上げを行うには、独立行政法人勤労者退職金共済機構の理事長

が、運営委員会の議を経た上で掛金日額を定めている特定業種退職金共済規程

を変更し、当該変更について厚生労働大臣の認可を受ける必要がある。 

 

② 独立行政法人勤労者退職金共済機構の林退共本部における経費及

び支部への業務委託費について、それぞれ当分の間、毎年度 500 万

円程度削減すること。 

 

③ 運用収入の増加を図るため、資産運用方法の見直しを行い、委託

運用の部分について一般の中小企業退職金共済制度との合同運用を

行うことができるよう中小企業退職金共済法の改正を行うこと。 

 

④ 新規加入者数が退職者数を上回る状況になるよう、事業者の努力

と関係者の連携の下に、林退共の加入促進に積極的に取り組むこと。 

 

(３) 予定運用利回りの引下げは、林退共の安定的な運営を図るため速や

かに行う必要があることから、平成 27 年 10 月を目途に実施すること

が適当である。 

 

(４) なお、林退共について、今般の改善策の実施状況とともに累積欠損

金の解消に向けた進捗状況を本部会においても定期的に把握し、計画

通りに進捗していない場合は、次回の財政検証において、制度のあり

方も含め再度検討する必要がある。 

 

 

以   上    
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財務問題・基本問題検討委員会の検討報告書 

 
令和 2 年 6 月 30 日 

 
１ 当委員会は、令和元年 11 月 20 日、次の内容の取りまとめを行った。 
 ① 掛金日額は、310 円から 320 円に改定することが適当である。実施時期は、令和 3

年 10 月 1 日とする。 
② 予定運用利回りは、3.0％から引下げることとし、その範囲は、1.6％以上 1.8％以下

とすることが適当である。この範囲で予定運用利回りを引き下げ、実施時期は、令和

3 年 10 月 1 日とするよう、厚生労働省に対し要望することとする。 
 
２ 新型コロナウイルス問題の発生に伴う諸情勢の変化を受けて、当委員会では、建退共

制度に係る財務状況に関する問題点の整理、検討を行ったうえ、制度の安定的な運営、

退職金の水準及び共済契約者の掛金負担能力の視点から、退職金額等の見直しについて、

下記の結論を取りまとめた。 
 

記 
 
一 掛金日額は、310 円から 320 円に改定することが適当である。 
 
二 予定運用利回りは、3.0%から引下げることとする。その範囲は、建設労働者の処遇改

善を図っていることや民間工事での建退共制度の普及と建退共制度の適正履行の実現に

向けた具体的な取り組みを進める中で、財政状況の悪化を軽減しつつも、建退共制度の

魅力を維持し、退職金の水準を確保する必要があることを考慮し、1.3%以上 1.5%以下

とすることが適当である。 
 
三 一及び二の実施時期は、令和 3 年 10 月 1 日とする。 
 
四 次の事項に留意して、今後の建退共制度を運営するものとする。 
 ① 建設労働者の処遇改善が図られるように建退共制度の見直しを進めること。 
 ② 建設キャリアアップシステムを活用しつつ、民間工事での建退共制度の普及と建退

共制度の適正履行の実現に向けた具体的な取り組みを進めること。 
 ③ 累積剰余金の水準等に大幅な変動が生じた場合には、速やかな検討を開始すること。 
 
（参考）予定運用利回りに対応して必要な累積剰余金の水準は、914 億円～952 億円とな

る。 
           令和 2 年 3 月末（実績） 令和 3 年 9 月末（見込） 
    累積剰余金    630 億円        458 億円 
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（建退共）予定運用利回り別の累積剰余金の将来推計

１ 昨年12月の財政検証（推計）

予定運用
利回り 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

上半期
令和３年度
下半期 令和４年度 令和５年度

令和５年度と
令和３年度上
半期との差

3.0％ 844億円 759億円 656億円 600億円 543億円 429億円 310億円 ▲290億円
2.9％ 844億円 759億円 653億円 596億円 544億円 440億円 331億円 ▲265億円
2.8％ 844億円 759億円 653億円 596億円 549億円 455億円 356億円 ▲240億円
2.7％ 844億円 759億円 653億円 596億円 553億円 469億円 379億円 ▲217億円
2.6％ 844億円 759億円 653億円 596億円 556億円 478億円 393億円 ▲203億円
2.5％ 844億円 759億円 653億円 596億円 559億円 486億円 408億円 ▲188億円
2.4％ 844億円 759億円 653億円 596億円 562億円 495億円 423億円 ▲173億円
2.3％ 844億円 759億円 653億円 596億円 565億円 503億円 437億円 ▲159億円
2.2％ 844億円 759億円 653億円 596億円 568億円 514億円 455億円 ▲141億円
2.1％ 844億円 759億円 653億円 596億円 570億円 521億円 466億円 ▲130億円
2.0％ 844億円 759億円 653億円 596億円 573億円 529億円 481億円 ▲115億円
1.9％ 844億円 759億円 653億円 596億円 576億円 538億円 496億円 ▲100億円
1.8％ 844億円 759億円 653億円 596億円 579億円 548億円 511億円 ▲85億円
1.7％ 844億円 759億円 653億円 596億円 582億円 556億円 525億円 ▲71億円
1.6％ 844億円 759億円 653億円 596億円 585億円 565億円 541億円 ▲55億円
1.5％ 844億円 759億円 653億円 596億円 588億円 575億円 557億円 ▲39億円
1.4％ 844億円 759億円 653億円 596億円 590億円 581億円 568億円 ▲28億円
1.3％ 844億円 759億円 653億円 596億円 593億円 591億円 584億円 ▲12億円
1.2％ 844億円 759億円 653億円 596億円 597億円 601億円 601億円 5億円
1.1％ 844億円 759億円 653億円 596億円 600億円 609億円 615億円 19億円

（※）現行の予定運用利回り（3.0％）以外の将来推計については、令和３年10月に予定運用利回りの引下げ及び掛金日額の引上げ（310円
から320円）を実施。
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（建退共）予定運用利回り別の累積剰余金の将来推計

２ 令和元事業年度決算を踏まえた財政検証（推計）

予定運用
利回り 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

上半期
令和３年度
下半期 令和４年度 令和５年度

令和５年度と
令和３年度上
半期との差

3.0％ 844億円 630億円 519億円 458億円 397億円 276億円 147億円 ▲ 311億円
2.9％ 844億円 630億円 515億円 455億円 400億円 291億円 175億円 ▲ 280億円
2.8％ 844億円 630億円 515億円 455億円 405億円 306億円 200億円 ▲ 255億円
2.7％ 844億円 630億円 515億円 455億円 410億円 320億円 224億円 ▲ 232億円
2.6％ 844億円 630億円 515億円 455億円 412億円 328億円 238億円 ▲ 217億円
2.5％ 844億円 630億円 515億円 455億円 415億円 337億円 253億円 ▲ 203億円
2.4％ 844億円 630億円 515億円 455億円 418億円 346億円 267億円 ▲ 188億円
2.3％ 844億円 630億円 515億円 455億円 421億円 354億円 282億円 ▲ 174億円
2.2％ 844億円 630億円 515億円 455億円 424億円 364億円 299億円 ▲ 156億円
2.1％ 844億円 630億円 515億円 455億円 427億円 371億円 311億円 ▲ 144億円
2.0％ 844億円 630億円 515億円 455億円 429億円 380億円 326億円 ▲ 129億円
1.9％ 844億円 630億円 515億円 455億円 432億円 389億円 341億円 ▲ 115億円
1.8％ 844億円 630億円 515億円 455億円 436億円 398億円 357億円 ▲ 99億円
1.7％ 844億円 630億円 515億円 455億円 438億円 407億円 370億円 ▲ 85億円
1.6％ 844億円 630億円 515億円 455億円 441億円 416億円 387億円 ▲ 69億円
1.5％ 844億円 630億円 515億円 455億円 445億円 426億円 402億円 ▲ 53億円
1.4％ 844億円 630億円 515億円 455億円 447億円 432億円 414億円 ▲ 42億円
1.3％ 844億円 630億円 515億円 455億円 450億円 442億円 430億円 ▲ 26億円
1.2％ 844億円 630億円 515億円 455億円 453億円 452億円 447億円 ▲ 9億円
1.1％ 844億円 630億円 515億円 455億円 456億円 460億円 461億円 5億円

（※）現行の予定運用利回り（3.0％）以外の将来推計については、令和３年10月に予定運用利回りの引下げ及び掛金日額の引上げ（310円
から320円）を実施。
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林業退職金共済事業(以下「林退共」という。)は、林業労働力を確保するた

め、労働条件の改善、福祉制度の整備が急務であるとの認識の下、林業界の

熱意と関係機関の協力を基に、昭和57年に創設された退職金制度であり、林

業に従事する労働者の確保と、その退職後の生活の安定に重要な役割を果

たしています。 

また、わが国は、本格的な主伐期を迎えるとともに、森林整備等に関連する

法制度も整備されたところであり、林業労働者確保等に資する林退共を持続

可能な制度として維持し、安定的な運営を図ることは林業界にとって重要な課

題です。 

こうした中、当協会では、「林退共の安定的運営に向けた今後の対応につい

て」をとりまとめたところです。 

上記とりまとめにおいては、林退共を持続的な制度として維持し、安定的な

運営を図るためには、できるだけ早期に累積欠損金の解消を図ることが必要で

あることから、予定運用利回りの引下げ等をやむを得ないこととするとともに、新

規加入者数が退職者数を上回る水準で安定的に推移するよう、林業関係者を

あげて加入促進に努めるべきことなどを明記しており、林業界としても危機感を

持って取り組む所存です。 

併せて、林退共が持続可能な制度として安定的運営が図られるよう、下記の

事項を要望します。 

 

記 

 

一 予定運用利回りの引下げ、業務費用の縮減、資産運用等の対策を総合的

に講じて財務の健全化等を図り、できるだけ早期に累積欠損金の解消を図

ること 

また、累積欠損金解消後は、安定的な制度運営に必要な剰余金の積立

に努めること 

なお、掛金日額については、既に他の業種と比較して高水準であることや、

前回引上げから期間が経過していないことに加え、木材価格の低迷など林

業の経営環境が厳しいことなどから今回は据え置くべきであること 

 
一 林退共の加入促進に向けて、林業業界としても、引き続き林業労働力の確

保に努めるとともに、林業事業体の林退共制度への加入促進を継続して実

施する所存であるが、国においても林退共制度への加入促進活動にあたり、

林業事業体へのインセンティブ措置について、一層のご協力を頂きたいこと 
 

以上 
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林退共の安定的運営に向けた今後の対応について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和元年 6 月 19 日 

 

(一社)日本林業協会林業労働力対策部会 

(林業退職金共済事業の安定的な運営に向けた検討委員会) 
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1 
 

１ 林退共についての基本的認識 

 (1) 基本的認識 

    林業退職金共済事業(以下「林退共」という。)は、林業労働力を確保する

ため、労働条件の改善、福祉制度の整備が急務であるとの認識の下、林業

界の熱意と関係機関の協力を基に、昭和57年に創設された退職金制度で

あり、林業に従事する労働者の確保と、その退職後の生活の安定に重要な

役割を果たしている。 

現在、わが国は本格的な主伐期を迎えるとともに、森林整備等に関連す

る法制度も整備されたところであり、今後、再造林及び保育の作業量が増加

することが見込まれている。 

こうした中、林業労働者確保等に資する林退共を持続可能な制度として

維持し、安定的な運営を図ることが、林業界にとって重要な課題となってい

る。 

 

 (2) 累積欠損金解消に向けた取組の経過 

    林退共において累積欠損金は平成8年度末に307百万円を計上した後、

市場金利の低下に伴って増加傾向で推移し、独立行政法人となった平成

15年10月時点で2,137百万円となった。これは、予定運用利回りが市場金利

や平均運用利回りを上回る水準に定められていたためである。このため、独

立行政法人勤労者退職金共済機構は、平成17年度に「累積欠損金解消

計画」（以下「累損解消計画」という。）を策定し、令和4年度末までの累積欠

損金の解消を目指して取り組んできた。 

この間、事業仕分けに伴う運営費交付金廃止や低金利政策による国債

金利の低迷など、累損解消計画の前提条件が大きく変化する中、平成16年

度末時点での累積欠損金▲1,650百万円は、平成30年度末時点で▲613

百万円まで減少したが、累積欠損金解消計画の目標額▲361百万円までは

到達できなかった。 

また、平成30事業年度決算を踏まえた厚生労働省の将来推計（以下「将

来推計」という。）によると、現行のままでは、令和４年度までに、累積欠損金

の解消を図ることは厳しい見通しとなっている。 

このような累積欠損金を抱えた財政状況が続いた場合、持続的な制度と

しての運営が困難となるおそれがある。 
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2 
 

 

２ 林退共をめぐる現状と課題 

 (1) 財政運営における現状と課題 

   ① 掛金収入と退職金給付 

林退共では、脱退者が新規加入者を上回る傾向が続いていたが、近

年、そのギャップは縮小し、掛金収入額と退職金給付額もほぼ均衡状態

となり、平成20年度以降、運用資産の減少に歯止めがかかっている。 

一方で林業を取り巻く状況については、木材価格の低迷など依然とし

て厳しい状況が続いている。また、人手不足も深刻であるが、その要因の

一つとして、林業の現場人材が十分に定着しないことがあげられる。 

林退共の累積欠損金を解消し、事業の安定化を図るためには、新規加

入者を増やすとともに、職場定着を進めて脱退者を抑制し、安定した掛金

収入を確保することにより、運用資産を目減りさせないことが重要である。 

   ② 運用収入の確保 

林退共は、前回の財政検証結果を踏まえ、累積欠損金解消に向けた４

つの取組（予定運用利回り引下げ（0.7％から0.5％）・掛金引上げ（460円

から470円）、資産運用の見直し、支出削減、加入促進）の一環として、林

退共の金銭信託部分については、平成28年度より、一般の中小企業退

職金共済制度と合同運用を行っているところである。その結果、運用手数

料の削減、運用収入の増加等が図られており、一定の成果があがってい

る。 

引き続き、退職金給付に必要な資金を確保した上で、運用資産額に占

める金銭信託の割合を増加させることの適否をリスク面も含めて十分検討

し、適切に対応する必要がある。 

③ 業務費用の縮減 

林退共本部の人件費、一般管理費及び事業関係費並びに支部への

業務委託費等の業務費用は、給付経理からの繰入で賄われている。 

平成26年度の財政検証結果を踏まえ、本部及び支部の経費をそれぞ

れ毎年度500万円ずつ削減したところである。 

業務費用の縮減により、着実に累積欠損金削減を図ることができるた

め、累積欠損金が解消されるまでの間、業務の遂行に支障が出ないよう

配慮した上で、さらなる縮減に努めることが重要である。 
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3 
 

 

 (2) 新規加入の現状と課題 

    新規加入者の確保により、安定した掛金収入を得ることは、安定した事業

運営に不可欠であるが、林退共では、平成6年度以降、脱退者が新規加入

者を上回る傾向が続いており、機構の第3期中期計画（平成25～29年度）に

おける新規加入者数は9,322人と、目標数（年間2,100人、中期計画期間計

10,500人）を大幅に下回った。また、第4期中期計画（平成30～令和4年度）

においては、新規加入者の目標数を引き下げ、年間1,900人としたところで

あるが、初年度の実績は1,735人にとどまった 

林業の新規就業者は年間3千人を上回る水準で安定的に推移している

にもかかわらず、林退共の新規加入者が減少している背景には、常用化の

進展が影響しているものと考えられる。 

一方で、季節性のある作業が完全になくならない限り、期間雇用者の需

要は一定量、存続するものと考えられ、今後、再造林が活発化し、下草刈り

や保育を担う期間労働者への需要増が見込まれる中、実効性のある加入促

進策を検討・実施することが課題である。 

 

３ 今後の対策 

 (1)  基本的な考え方    

累損解消計画に基づき、これまで機構は着実に累積欠損金の削減を図

ってきたが、将来推計によると、金銭信託割合の増加や経費削減策を実施

しても、目標とする令和4年度末までの累積欠損金の解消は、実現困難であ

ることが明らかになった。 

ついては、できるだけ早期に累積欠損金の解消を図るため、以下の(2)及

び (3)の対策を総合的に講じる必要がある。 

 

 (2) 財政の安定化に向けた対策 

   ① 予定運用利回りの引下げ 

林退共を持続可能な制度とするためには、退職金給付の算定基礎に

なっている予定運用利回りを引き下げ、早期に累積欠損金の解消を図る

とともに、累積欠損金解消後は、安定的な制度運営に必要な剰余金の積

立に努めるべきである。 
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4 
 

なお、掛金日額については、 

a 掛金日額の水準が特定業種退職金共済事業の中で最も高いこと 

b 前回の財政検証時に掛金日額の引上げを実施したこと 

c 林業の経営環境が厳しいこと 

などから今回は据え置くべきである。 

 

   ② 業務費用（本部・支部）の縮減 

機構は、経費削減は着実に累積欠損金の解消につながる手段である

ことから、業務遂行に支障が出ないよう留意した上で、当分の間、縮減に

努めるべきである。 

 

   ③ 資産運用の見直し 

機構は、適切なリスク管理の下で、運用収入の増加を図るため、資産

運用委員会において専門家の意見を踏まえた上で、運用資産に占める

金銭信託割合の増加の適否等について検討するべきである。 

 

 (3) 加入促進に向けた対策  

制度を安定的に運営していくためには、新規加入者数が退職者数を上回

るよう、林業関係者が一致協力して加入促進に努めるべきである。 
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林業退職金共済制度の財政検証（令和30年度までの推計結果）

【推計】予定運用利回り 0.1％（対策①～③を実施した場合）
（単位：百万円）

林退共（0.1％・対策後） 令和元年度 ２年度
３年度
上半期

３年度
下半期

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

収 益 （ 掛 金 等 収 入 等 ） 1,641 1,751 861 861 1,719 1,715 1,714 1,709 1,707 1,708

費 用 （ 退 職 金 等 給 付 金 等 ） 1,731 1,747 947 839 1,679 1,680 1,680 1,680 1,680 1,681

当 期 利 益 金 ▲ 91 4 ▲ 85 22 39 36 33 29 26 27

責 任 準 備 金 15,740 16,014 16,154 16,256 16,473 16,697 16,928 17,163 17,400 17,641

運 用 利 回 り -0.25% 0.86% - 0.80% 0.75% 0.72% 0.70% 0.66% 0.63% 0.63%

累 積 剰 余 金 ▲ 704 ▲ 700 ▲ 785 ▲ 762 ▲ 723 ▲ 688 ▲ 654 ▲ 625 ▲ 599 ▲ 572

責任準備金に対する累積剰余金割合 -4.47% -4.37% -4.86% -4.69% -4.39% -4.12% -3.86% -3.64% -3.44% -3.24%

期 末 運 用 資 産 額 15,067 15,325 - 15,503 15,760 16,020 16,284 16,547 16,811 17,078

林退共（0.1％・対策後） 令和10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

収 益 （ 掛 金 等 収 入 等 ） 1,708 1,703 1,698 1,699 1,701 1,702 1,704 1,705 1,707 1,708

費 用 （ 退 職 金 等 給 付 金 等 ） 1,681 1,681 1,681 1,682 1,682 1,682 1,682 1,683 1,683 1,683

当 期 利 益 金 27 22 16 18 19 20 21 23 24 25

責 任 準 備 金 17,883 18,126 18,369 18,612 18,855 19,099 19,342 19,586 19,831 20,075

運 用 利 回 り 0.62% 0.58% 0.54% 0.54% 0.54% 0.55% 0.55% 0.55% 0.55% 0.55%

累 積 剰 余 金 ▲ 545 ▲ 523 ▲ 507 ▲ 489 ▲ 471 ▲ 450 ▲ 429 ▲ 406 ▲ 383 ▲ 357

責任準備金に対する累積剰余金割合 -3.05% -2.89% -2.76% -2.63% -2.50% -2.36% -2.22% -2.08% -1.93% -1.78%

期 末 運 用 資 産 額 17,348 17,612 17,871 18,131 18,394 18,657 18,922 19,189 19,457 19,727

林退共（0.1％・対策後） 令和20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

収 益 （ 掛 金 等 収 入 等 ） 1,710 1,711 1,713 1,715 1,716 1,718 1,719 1,721 1,723 1,724 1,728

費 用 （ 退 職 金 等 給 付 金 等 ） 1,683 1,684 1,684 1,684 1,684 1,684 1,685 1,685 1,685 1,685 1,686

当 期 利 益 金 27 28 29 31 32 33 35 36 37 39 42

責 任 準 備 金 20,320 20,565 20,810 21,056 21,302 21,548 21,794 22,040 22,287 22,534 22,781

運 用 利 回 り 0.55% 0.55% 0.55% 0.55% 0.55% 0.55% 0.55% 0.55% 0.55% 0.55% 0.56%

累 積 剰 余 金 ▲ 331 ▲ 303 ▲ 274 ▲ 243 ▲ 211 ▲ 178 ▲ 143 ▲ 107 ▲ 69 ▲ 31 12

責任準備金に対する累積剰余金割合 -1.63% -1.47% -1.31% -1.15% -0.99% -0.82% -0.66% -0.48% -0.31% -0.14% 0.05%

期 末 運 用 資 産 額 19,998 20,271 20,546 20,822 21,100 21,379 21,660 21,943 22,227 22,513 22,802
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【参照条文】 

○ 中小企業退職金共済法（昭和三十四年法律第百六十号）（抄） 

（退職金） 

第四十三条 （略） 

２～４ （略） 

５ 退職金の額は、掛金の日額及び特定業種掛金納付月数に応じ、かつ、第十条

第二項の退職金の額の算定の方法その他の事情を勘案して、特定業種ごとに、

政令で定める。 

 

（掛金） 

第四十四条 掛金は、日を単位として定めるものとし、その額は、被共済者一人

につき、三百円以上八百円以下の範囲において、特定業種退職金共済規程で定

める。 

２ 掛金の日額には、十円未満の端数があつてはならない。 

３ 掛金の日額は、特定業種ごとに、単一の金額でなければならない。 

４・５ （略） 

 

（運営委員会の設置及び権限） 

第六十七条 機構に、退職金共済業務のうち特定業種ごとに行われるもの（以下

「特定業種退職金共済業務」という。）の円滑な運営を図るため、特定業種ご

とに、運営委員会を置く。 

２ 特定業種退職金共済業務の運営に関する事項で次に掲げるものについては、

当該特定業種に係る運営委員会の議を経なければならない。 

一 特定業種退職金共済規程の変更 

二 業務方法書の変更 

三 通則法第三十条第一項に規定する中期計画 

四 通則法第三十一条第一項に規定する年度計画（以下「年度計画」という。） 

３ 運営委員会は、前項に規定するもののほか、当該特定業種に係る機構の退職

金共済業務の運営に関し、理事長の諮問に応じて重要事項について意見を述

べ、又は必要と認める事項について理事長に建議することができる。 

 

（資産運用委員会の設置及び権限） 

第六十九条の二 機構に、退職金共済業務に係る業務上の余裕金の運用に関す

る業務の適正な運営を図るため、資産運用委員会を置く。 

２ 第七十八条第一項に規定する基本方針の作成又は変更は、資産運用委員会

の議を経なければならない。 

３ 資産運用委員会は、退職金共済業務に係る業務上の余裕金の運用状況その

他の運用に関する業務の実施状況を監視する。 
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４ 資産運用委員会は、前二項に規定するもののほか、退職金共済業務に係る業

務上の余裕金の運用に関する業務に関し、理事長の諮問に応じて重要事項に

ついて意見を述べ、又は必要と認める事項について理事長に建議することが

できる。 

 

（特定業種退職金共済規程） 

第七十一条 機構は、特定業種退職金共済規程をもつて次に掲げる事項を規定

しなければならない。 

一 運営委員会に関する事項 

二 特定業種退職金共済契約に係る掛金に関する事項 

２ 特定業種退職金共済規程の変更は、厚生労働大臣の認可を受けなければ、そ

の効力を生じない。 

 

（区分経理） 

第七十四条 機構は、次に掲げる業務ごとに（第二号に掲げる業務にあつては、

それぞれの特定業種に係る業務ごとに）経理を区分し、それぞれ勘定を設けて

整理しなければならない。 

一 一般の中小企業退職金共済業務（退職金共済業務のうち次号に掲げるも

の以外のものをいう。）及びこれに附帯する業務 

二 特定業種退職金共済業務及びこれに附帯する業務 

三 第七十条第二項に規定する業務 

２ 機構は、第四十六条第一項又は第五十五条第一項若しくは第四項の規定に

より繰入れをする場合を除き、前項の規定により設けられている一の勘定か

ら他の勘定への資金の融通を行つてはならない。 

 

（余裕金の運用の特例） 

第七十七条 （略） 

２～４ （略） 

５ 機構は、厚生労働省令で定めるところにより、一般の中小企業退職金共済業

務及び特定業種退職金共済業務に係る業務上の余裕金を合同して運用するこ

とができる。 

  

31



（余裕金の運用に関する基本方針等） 

第七十八条 機構は、退職金共済業務に係る業務上の余裕金の運用に関して、運

用の目的その他厚生労働省令で定める事項を記載した基本方針を作成し、当

該基本方針に沿つて運用しなければならない。 

２ 前項の規定による基本方針は、この法律（これに基づく命令を含む。）その

他の法令に反するものであつてはならない。 

３ （略） 

 

（掛金及び退職金等の額の検討） 

第八十五条 掛金及び退職金等の額は、少なくとも五年ごとに、退職金等の支給

に要する費用及び運用収入の額の推移及び予想等を基礎として、検討するも

のとする。 

 

〇 中小企業退職金共済法施行令（昭和三十九年政令第百八十八号（抄） 

（特定業種退職金共済契約による退職金の額） 

第十二条 法第四十三条第一項から第四項までの規定により支給する退職金の

額は、次の各号に掲げる特定業種掛金納付月数の区分に応じ、当該各号に定め

る額とする。 

一 二十三月以下 特定業種区分掛金納付月数（特定業種掛金月額（掛金の日

額に前条の規定により特定業種ごとに厚生労働大臣が定める数を乗じて得

た額をいう。次条及び第十五条において同じ。）を十円ごとに順次区分した

場合における各区分ごとの当該区分に係る掛金の納付があつた月数（この

月数の算定については、前条の例による。）をいう。以下同じ。）に応じ別表

第一の下欄に定める金額の百分の一の金額を合算して得た額（法第四十三

条第一項第一号又は第二号イに該当するときは、十円に特定業種区分掛金

納付月数を乗じて得た額を合算して得た額） 

二 二十四月以上四十二月以下 十円に特定業種区分掛金納付月数を乗じて

得た額を合算して得た額 

三 四十三月以上 特定業種区分掛金納付月数に応じ指定表の下欄に定める

金額の百分の一の金額を合算して得た額（その額に一円未満の端数がある

ときは、これを一円に切り上げるものとする。） 

２ 前項第三号の指定表とは、別表第六から別表第八までのうちから特定業種

退職金共済契約の被共済者（法第二条第四項の規定に基づき厚生労働大臣が

特定業種の指定をする際における当該特定業種にあつては、当該特定業種に

係る特定業種退職金共済契約の被共済者となる者）が当該特定業種に属する

事業に常態として従事する期間その他の事情を考慮して、特定業種の区分に

応じ、厚生労働大臣が指定する表をいう。  
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○ 独立行政法人勤労者退職金共済機構の業務運営、財務及び会計並びに人事

管理に関する省令（平成十五年厚生労働省令第百五十二号）（抄） 

（合同運用に係る業務上の余裕金の管理） 

第十七条の二 機構は、法第七十七条第五項の規定により、退職金共済業務及び

特定業種退職金共済業務に係る業務上の余裕金を合同して運用する場合にあ

っては、当該業務上の余裕金のうち、各業務に係る勘定より合同して運用する

こととした業務上の余裕金を時価により合理的に評価した額を、当該各業務

に係る勘定に属する業務上の余裕金の額として管理するものとする。 

 

（余裕金の運用の基本方針） 

第十八条 法第七十八条第一項に規定する厚生労働省令で定める事項は、次に

掲げる事項とする。 

一 業務上の余裕金の運用の目標に関する事項 

二 業務上の余裕金の運用に係る資産の構成に関する事項 

三 信託会社、信託業務を営む金融機関、生命保険会社、金融商品取引業者

（金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十五号）第二条第九項に規定する

金融商品取引業者をいう。）等（以下この条において「運用受託機関」とい

う。）の選任に関する事項 

四 運用受託機関の業務（以下この項において「運用業務」という。）に関す

る報告の内容及び方法に関する事項 

五 運用受託機関の評価に関する事項 

六 運用業務に関し遵守すべき事項 

七 法第七十七条第五項に規定する運用の実施に関する事項 

八 前各号に掲げるもののほか、運用業務に関し必要な事項 

２ 機構は、法第七十八条第三項の規定により運用受託機関に対して前項第二

号、第四号、第五号、第六号及び第八号に掲げる事項のほか、運用手法に関す

る事項を記載した基本方針と整合的な運用指針を作成し、これを交付しなけ

ればならない。 
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